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福島原発事故後のエネルギー・環境政策

大　島　堅　一

　はじめに

　東日本大震災と福島原発事故は，日本のエネル

ギー政策見直しのきっかけとなった．エネルギー

政策は地球温暖化防止対策(以下，温暖化対策)と

も表裏一体の関係にあるため，温暖化対策はエネ

ルギー政策見直しの影響を大きく受ける．

　本稿では，福島原発事故後 5年のエネルギー政

策，温暖化対策を振り返る．まずエネルギー政策

と温暖化対策の枠組み，次に，エネルギー政策見

直しの柱となった原子力政策，電力システム改革，

再生可能エネルギー政策の 3点について述べる．

なお，本稿では政策の流れと主要論点を示し，詳

細については本特集の各論考に委ねたい．

　1．エネルギー政策と温暖化対策の枠組み

　エネルギー政策と温暖化対策は，密接に関係が

あり，相互に矛盾がないよう形成されてきた．エ

ネルギーにかかわる温暖化対策は，一方では二酸

化炭素排出がゼロないし少ないエネルギー源への

燃料転換，他方では，エネルギー消費を削減する

省エネルギーが必要である．これらはいずれもエ

ネルギー政策の中心課題になっている．

　2000 年以降，エネルギー政策の大枠は「エネ

ルギー基本計画」とそれを具体化した「長期エネ

ルギー需給見通し」によって示されてきた．2011

年の東日本大震災前までは，日本のエネルギー政

策は，原子力についていえば開発推進一辺倒であ

り，それに対して再生可能エネルギーの導入は限

定的であった．これを明確に示しているのが，

2010 年につくられた「エネルギー基本計画」で，

原子力発電所(以下，原発)を 2020 年までに 9基，

2030 年までに 14 基以上，新増設させるとしてい

た．このような計画は，策定当初から実現不可能

であったと言ってよい．

　福島原発事故後に進められたエネルギー政策の

見直しの争点は，原子力発電を今後どのようにす

るかであった．国民的議論の末，民主党政権が

「原子力ゼロ社会の一日も早い実現」を目指す

「革新的エネルギー・環境戦略」を 2012 年 9 月に

策定したのに対し，自公政権はこれを撤回し，

2030 年に総発電量に占める原子力の比率を 20～

22％にすることを内容とする「長期エネルギー

需給見通し」を決定した．この内容は，達成不可

能なものとなっている(大島 2016)．

　福島原発事故後，日本の温室効果ガス削減目標

は，エネルギー政策の見直しを理由に，ほとんど

進展が見られなかった．震災前，2020 年度に

1990 年度比 25％削減としていたが，これを後退

させ，2005 年度比 3▆8％削減(1990 年度比 3▆1％

増)とする目標を国連気候変動枠組条約事務局に

提出していただけであると言ってよい．

　中長期目標が正式に示されたのは，「長期エネ

ルギー需給見通し」における数値目標がはっきり

してからのことで，気候変動枠組条約第 21 回締

約国会議に向けて 2015 年 7 月 21 日に日本政府が

国連に提出した「日本の約束草案」では，2030

年度までの温室効果ガス排出削減目標を 2013 年

比で 25％削減，2050 年度までに 80％削減とさ

れていた．この数値は，2016 年 5 月に閣議決定

された「地球温暖化対策計画」では，2030 年度

に 2013 年度比 26％(2005 年度比 25▆4％)削減とさ

れ，ほぼ踏襲されている．この数値目標は，震災

以前の目標を大きく後退させたものである．
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　さらに問題は，再稼働が見通せないにもかかわ

らず，あたかも原子力の利用が進むかのような前

提で 2030 年の目標を定めてしまったことである．

原子力の是非は脇に置くとしても，原発が，震災

以前と同じように稼働すると考えるのは楽観的す

ぎる．むしろ，政府の思惑通りには維持できない

と考えるほうが自然である．原子力のありように

よって成否が決まるような温暖化対策は望ましく

ない．原発が動かなければ温暖化対策も進まない

という構造を改め，少なくとも，原発の利用が思

惑通り進まなかった場合のシナリオをいくつか想

定し，原発稼働がなくても目標達成できるような

温暖化対策を構築する必要がある．

　2．原子力政策

　(1)　原子力規制行政

　福島原発事故が起きると，原子力問題は国民の

最大の関心事となり，従来の原子力安全行政に批

判が集まった．その結果，まず原子力安全行政の

見直しが行われた．これにより，原子力安全委員

会と原子力安全・保安院は廃止され，かわって原

子力規制委員会と原子力規制庁が発足した．これ

は開発を担う経済産業省に，安全規制当局である

原子力安全・保安院が置かれていることへの批判

にこたえたもので，開発と規制を切り離すことを

目的としていた．原子力安全行政と原子力の利害

関係者は切り離され，原子力規制委員会は，従来

の原子力安全委員会＝原子力安全・保安院体制の

問題点を克服し，原子力の安全性が確保されると

期待されていた．

　ところが，設置 4年も経ないうちに，新しい原

子力規制体制にも問題があることが明らかになっ

た．第 1に，新規制基準自体，既存の原発に経済

性が確保される範囲内で追加的に安全対策をほど

こす内容であって，世界最高水準とはほど遠いも

のになっている．第 2に，原子力開発の利害関係

者と規制当局の癒着が進みはじめている．例えば

民主党政権下では，利害関係者が規制当局の委員

に就任することを禁ずるガイドライン(「原子力規

制委員会委員長及び委員の要件について」)が定め

られていたが，自公政権発足後，これが破棄され，

欠格の疑いがある人物が原子力規制委員に任命さ

れたことにみられる．

　(2)　使用済核燃料の再処理問題

　原子力については，原子力発電をゼロにするか

否かだけでなく，使用済核燃料の再処理を継続す

るかどうか，ということも重大争点となった．

　従来，日本は，使用済核燃料を全量再処理し，

プルトニウムをMOX燃料に加工して軽水炉で利

用するというプルサーマル計画をもっていた．と

ころが現実には大規模かつ商業的に再処理を行う

ことは困難で，日本原燃六ケ所再処理工場の竣工

は何度も延期された．また，再処理には多額の費

用が必要で，経済性に欠けるという点も問題であ

った．つまり技術的に困難で，経済的にも無意味

になっていた．

　再処理については，その是非が政府で検討され

たことはなかったが，福島原発事故後になっては

じめて民主党政権下で使用済核燃料を再処理する

のか，それとも直接処分するのか，総合的な検討

が行われた．これは原子力委員会の原子力発電・

核燃料サイクル技術等検討小委員会で議論された

もので検討内容は画期的であった．民主党政権が

2012 年 9 月に策定した「革新的エネルギー・環

境戦略」では，これまでの再処理路線は否定され

ず，「引き続き従来の方針に従い再処理事業に取

り組」むとされたが，他方で，「直接処分の研究

に着手する」「使用済核燃料の直接処分の在り方

(…中略)に向けた取組など，結論を見出していく

作業に直ちに着手する」とする文言も含まれてい

た．これは，原子力開発当初以来続けられてきた

再処理路線を転換する可能性を秘めていた．

　だが，自公政権下では，「エネルギー基本計画」

において，「再処理やプルサーマル等を推進する」

「具体的には，安全確保を大前提に，プルサーマ

ルの推進，六ケ所再処理工場の竣工，MOX燃料

加工工場の建設，むつ中間貯蔵施設の竣工等を進

める」とし，震災前と全く同じ方針が確認されて

いる．

　これは袋小路に行き着くしかない方針である．

原子力発電を 2030 年に 20～22％に維持すること

は実現不可能で，最大限見積もったとしても，福
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島原発事故以前の水準には戻らず，縮小していか

ざるをえない．その中で，今後 40 年にわたって

再処理を行うことにエネルギー政策上の意味は全

く無く，いずれ変更せざるを得なくなる．

　これはさらに重要な問題を生む．ほとんど何の

ために行うのかわからなくなっている政策を実現

するために，多額の資金，政策資源が今後も投入

され続けることになる．後述する電力自由化が進

む中，既存の電力会社は，これまでのように日本

原燃を支えることは困難である．さらには，電力

会社自身が長期的に存続する保証はない．そこで，

電力会社が存在しなくなったとしても再処理を実

施するために，実施体制と資金の問題を解決する

「原子力発電における使用済燃料の再処理等のた

めの積立金の積立て及び管理に関する法律の一部

を改正する法律┝(再処理等拠出金法)が 2016 年 6

月に成立した．この法律で，エネルギー政策上意

味のない再処理を，国家の力で強引に継続させる

ことになった．

　本来中心的課題として正面から取り上げられる

べきは，再処理ではなく，使用済核燃料処分や原

子力施設の解体・廃止など，これまで軽視されて

きた原子力事業の後始末である．使用済核燃料は

再処理しようとしまいと，高レベル放射性廃棄物

(再処理しない場合は使用済核燃料を含む)を処分

せざるを得なくなる．そうなれば，高レベル放射

性廃棄物の処分地を検討する必要がでてくる．こ

れまでの原子力政策の進め方をみれば，カネの力

で過疎地が強引に処分地として選定されるのでは

ないかと懸念せざるをえない．高レベル放射性廃

棄物処分は，排出者としての原子力事業者の責任

が最も重い．こうした責任の所在を明確にしつつ，

国民的課題として丁寧に議論されなければならな

いだろう．

　3．電力システム改革

　電力システム改革は民主党政権と自公政権との

間で連続性がある政策である．電力システム改革

は，発送電分離と電力自由化を柱としている．こ

れは，既存の電力供給体制を大きく変え，より効

率的で安定的なエネルギー利用を進めることを目

的にしている．

　欧米諸国では，独占体が電力供給を行うという

システムから，競争的市場を組み込んだシステム

へと移行する取り組みが 20 年以上前から進めら

れてきた．これに対して日本では，電力自由化が

部分的に進んだだけで，新規参入した電力会社

(特定規模電気事業者，PPS)が小売市場に占める

割合は 3％程度にすぎず，ほとんど競争がおこっ

ていなかった．依然として，発電・送配電・小売

りを垂直に統合した地域独占の一般電気事業者が

電力供給を担っていた．

　東日本大震災後，電力システム改革という名の

下に一連の政策が進められるようになった理由は，

次の 2点が明らかになったからである．

　第 1に，東日本大震災の直後，原発だけでなく

沿岸地域の火力発電所がのきなみ停止し，東日本

で電力危機に陥った．第 2に，福島原発事故後，

東京電力の賠償資力を調査するために政府が立ち

上げた東京電力に関する経営・財務調査委員会に

より，東京電力の経営実態が明らかにされた．同

調査委員会の報告書では，東京電力が過剰投資を

行っていたこと，また，大口需要家を対象とした

自由化部門に比して，小口を中心とする規制部門

で多額の利益を得ていたこと等が明らかになった．

つまり，電力供給の安定性の面でも経済性の面で

も電力供給体制に欠陥があり，この体制を維持し

ていては電力の安定かつ経済的な利用ができない

ことが判明した．そのため，従来の電力供給体制

を変える「電力システム改革」が政府の方針とな

り，2つの政権をまたいで政策の具体化が進んだ．

　電力システム改革を実施するための政策の検討

を開始したのは民主党政権であったが，自公政権

は，この内容を引き継ぎ，2013 年 2 月に「電力

システムに関する改革方針」を閣議決定した．目

的は，安定供給の確保，電気料金の抑制，需要家

の選択肢や事業者の事業機会の拡大とされた．こ

れに基づき，電気事業法が改正された．

　具体的な施策として最も重要なのは，系統(送

電網)運用の改善である．これは，平時・緊急時

を問わず，電力需給を安定させ，かつ，全国的に

需給調整することでコストを抑えるためである．
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加えて，再生可能エネルギーの大量導入を実現す

るためにも必須である．

　系統運用については，一般送配電事業者が公正

かつ中立的に系統運用を行っているかどうか，と

りわけ元の電力会社が有利になるような系統運用

をしていないかどうかという点，自社内だけでな

く送電会社間で電力のやりとりを行い，全体とし

て効率的な電力供給が行われているかどうかとい

う点，さらに新規の参入者，特に再生可能エネル

ギーにとって不利な運用となっていないかどうか，

という点が重要である．

　これらの課題に対処し，広域的な系統運用を進

めるための機関として，新しく「電力広域的運用

推進機関(OCCTO)」が設立された．これは，全

国規模での電力需給の調整と送配電網整備のため

に，需給計画，系統計画の取りまとめ，送配電事

業者間の需給バランス，広域的運用，災害時の需

給調整を行うこととされている．当面の課題は，

広域連系系統の増強，緊急時を含む広域的系統運

用を適切に実施するためのルール設定である．

　また，電力市場での競争については，電力取引

等監視委員会(2016 年 4 月より電力・ガス取引等

監視委員会)が 2015 年 9 月に設立された．同委員

会は電力市場において公正な競争が行われている

かどうかを監視し，必要な措置を経産省に勧告す

ることとされている．

　これらの 2つの機関が，電力システム改革の趣

旨にもとづき，適切に政策を実施することが必要

であるが，問題は，電力システム改革が進められ

る中で，既存の電力供給のあり方が原子力に有利

になっていたり，新たに原子力延命策が形成され

ていたりすることである．

　まず系統運用面では，日本は「先着優先」の原

則が適用されており，原発が稼働していない現在

も，系統容量の多くが原子力事業者によって占め

られている．そのため，再生可能エネルギーは，

残る空容量の範囲内でしか接続されなくなってい

る．原発は，再稼働するかどうかわからない状況

がつづいているにもかかわらず，系統容量の空押

さえが事実上行われてしまっていると言ってよい．

　また，電力需要が電力供給を下回る可能性があ

る場合，発電所を停止しなければならないが，原

子力は長期固定電源とされているため，どの電源

よりも優先して稼働が認められている．この点も

また再生可能エネルギーの大量導入を阻んでいる．

　次に，自由競争の面では，2020 年を目処に総

括原価主義に基づく規制料金が撤廃される．これ

により，原子力事業に追加的に発生するほとんど

全ての費用を回収していたメカニズムが失われる．

そのため，政府は「事業環境整備」と名付けた一

連の原子力延命策(原子力介護政策とも呼ばれる)

を次々に講じている．これらは，廃炉会計・電気

料金制度の改定，前述の再処理等資金拠出法の成

立，原子力損害賠償制度の見直しからなる．その

ねらいは，原子力事業にかかる追加的費用を国

民・電力消費者の負担とし，原子力事業者の経営

リスクを軽減することにある(大島・除本 2014；

金森 2016)．

　先の電力取引等監視委員会は，市場でのやりと

りを監視することになるが，こうした一連の原子

力延命策そのものは監視の対象とはなっていない．

原子力に有利な制度が構築された後では，原子力

事業を営む事業者が競争上有利になって当然であ

る．電力システム改革の趣旨と，これまでの系統

運用の在り方，新たに講じられている原子力延命

策とは根本的に矛盾している．電力システム改革

の趣旨に立ち返り，原子力発電を例外とせず，公

正中立な電力供給体制をつくる必要がある．

　4．再生可能エネルギー普及

　再生可能エネルギー普及もまた，「エネルギー

基本計画」で「2013 年から 3年程度，導入を最

大限加速していき，その後も積極的に推進してい

く」としているように，自公政権下でも変更がみ

られない．ただし自公政権においては，原子力発

電を維持することを前提に再生可能エネルギーを

利用するという方針になっている．その影響は数

値目標でもみられる．「革新的エネルギー・環境

戦略」では，再生可能エネルギーは「2030 年ま

でに 3000 億 kWh(3 倍)」以上の開発を実現する

とされていたが，「長期エネルギー需給見通し」

では，総発電電力量(1 兆 650 億 kWh)の 22～24
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％，つまり 2343～2556 億 kWhとなり大きく後

退している．

　政策としては，民主党政権下で福島原発事故後

につくられた固定価格買取制度(FIT)が維持され，

これに改良を加えつつ普及をはかるという方針が

とられている．その結果，再生可能エネルギーの

普及は，4年間のうちに相当程度に進んだ．

　反面，他国の FITとは異なり，日本の FITは

大きな問題をはらんでいた．それは，事業計画段

階で設備認定と買取価格(調達価格)の決定が行わ

れるというものであった．そのため買取価格が相

対的に高く，かつ開発が容易な太陽光発電への駆

け込みが発生し，認定設備量が急伸した．認定設

備量は 531 万 kW(2012 年 3 月)から 2371 万 kW

(2015 年 3 月)へと 3年あまりで 4倍以上になっ

たが，その多くは未稼働のままであった．

　これは，将来にわたって FITにともなう国民

負担を不必要に大きくする．この問題を解決する

ために，事業を始める見込みのない設備の認定取

り消し措置が講じられた．また，設備認定時期を

後ろ倒しし，系統接続の契約締結後に設備認定す

るという法改正が行われた．これによって未稼働

設備は大幅に減少すると考えられる．

　他方で，再生可能エネルギー普及コストの削減

の方針が打ち出され，FITを残しつつも，一部の

電源について入札制が導入されようとしている．

さしあたっては，入札制の対象は大規模太陽光に

限られているものの，他の電源にも拡大される可

能性がある．入札制は，再生可能エネルギー事業

者の経営リスクを高める効果があり，再生可能エ

ネルギー事業を抑制したり，小規模事業者の参入

を困難にしたりする．コスト低減が必要であるこ

とは事実であるが，反面，太陽光発電以外では普

及拡大がみられないことから，入札制の導入は時

期尚早であろう．

　さらに重要なのは，再生可能エネルギー設備の

系統接続の問題である．これは，電力各社が再生

可能エネルギーの「接続可能量┝(「30 日等出力制

御枠」)を設定し，再生可能エネルギー施設の接続

を事実上制限しているという問題である．再生可

能エネルギーを大量導入している欧州ではこのよ

うなことをしておらず，系統接続容量に技術的な

限界があるわけではない(安田 2015)．むしろ，

系統利用や地域間連系線の利用において，先に述

べた事実上の原子力優先利用がされており，再生

可能エネルギーがそのしわ寄せを受けていると言

ってよい．このようなことは，早急に解決される

必要があり，OCCTOの役割が問われている．

　おわりに

　以上述べてきたように，日本のエネルギー政策

は，一時期，見直しの動きがみられたものの，自

公政権下で原子力維持の方針が鮮明になってから

は，福島原発事故以前と似た状態にまで後退して

いる．これは，同時に，中長期的な温暖化防止に

とってはマイナスの影響をもたらしている．

　他方で，電力システム改革と再生可能エネルギ

ー普及は一定程度成果を生みつつある．今後，原

子力開発が行き詰まる中で，電力システム改革と

再生可能エネルギー普及の両側面で問題が生じる

だろう．原子力維持を前提としたエネルギー政策

と温暖化対策をできるだけ早期に改め，エネルギ

ー政策を転換する必要がある．

(おおしま けんいち)
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